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要旨：膨張コンクリートの解析手法として FEM 解析モデルに有効ヤング係数補正係数と要

素応力に応じて低減した膨張ひずみを用いる方法の適用性を検討した。拘束膨張試験から膨

張ひずみは拘束の方向と大きさにより異なり，解析モデルの要素主応力方向と膨張ひずみ低

減の大きさの比較から，壁厚の薄いものでは要素主応力方向と解析方向は一致し応力履歴を

精度良く表せるが，壁厚の大きい場合は低減に用いる主応力方向と解析方向の違いに配慮が

必要であることを示した。また，鉄筋要素モデル化の有無による壁体長さ方向の応力への影

響は小さいこと，マッシブな構造物への適用から良好な解析精度が得られることを示した。 
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1. はじめに 

 膨張コンクリートをマッシブなコンクリート

構造物にひび割れ防止対策として適用する場合

には，その効果の大きさを適切に評価すること

が必要である。膨張効果の評価方法が研究され

ているが 1),2），定量的な評価方法で大型の構造

物に適用する場合に用いることのできる手法は

確立されていないのが現状である。膨張コンク

リートの収縮補償効果は，現場に打ち込まれた

コンクリート構造物の膨張収縮に対する拘束条

件によって膨張量が変化することを考慮して検

討することが必要である。 

著者らは膨張コンクリートの応力履歴を解析

し，収縮低減効果を検討することを目的として，

これまでに温度履歴を与えた拘束膨張試験を行

い，初期の有効ヤング係数の補正係数と拘束に

応じた膨張ひずみを求めて，FEM 解析にヤング

係数補正係数と膨張ひずみを与える方法を提案

している 3）。本論文では解析モデルに上記の方

法を適用する場合に，要素に発生する拘束応力

に応じて膨張量を低減する手法を壁体構造物を

対象にして検討し，さらにケーソン底版構造物

に適用して，膨張材の収縮低減効果を検討した。 

2. 拘束膨張試験 

2.1 試験方法 

膨張コンクリートの膨張量は拘束度およびコ

ンクリートの温度変化に影響されることから，

拘束度と温度条件を設定した試験を行った。拘

束試験装置は，拘束鋼管内に一定温度の水を循

環させ，拘束鋼管には温度変化に起因するひず

みは発生せず，コンクリートの長さ変化の拘束

から生じるひずみを測定できるものである。ま

た，試験体中にひずみ計を埋設し，拘束方向お

よび拘束直角方向のコンクリートひずみを測定

した。コンクリートの使用材料を表－１に，配

合を表－２に示す。セメントは普通ポルトラン

ドセメントを，膨張材は石灰系を使用した。拘

束試験装置の拘束の大きさは 2 水準とした。拘

束試験装置の諸元を表－３に示し，拘束試験装

置を図－１に示す。 

2.2 拘束膨張試験結果 

温度可変室内に置いた試験体に与えた温度履

歴のピーク値は 55℃である。試験ケース 1，2

の拘束鋼管に生じたひずみを図－２に示す。拘

束大，小の最大膨張ひずみはそれぞれ 23.1×10-6， 

72.5×10-6 が得られた。ひずみに拘束鋼管の合 
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図－１ 拘束試験装置 

 

計断面積とヤング係数を乗じ，コンクリート断

面積で除して求めたコンクリート応力を図－３

に示す。拘束大，小の圧縮応力ピークはそれぞ

れ-1.71N/mm2，-1.29N/mm2 が得られた。埋込ん

だコンクリートひずみ計による実ひずみを図－

４に示す。拘束方向のひずみは，拘束大，小で

それぞれ 46.3×10-6，113.6×10-6 が得られた。こ

の値はそれぞれ拘束鋼管から得られたものより

2.0 倍，1.6 倍である。拘束鋼管より得られたひ

ずみは全体の平均ひずみであるが，コンクリー

トひずみ計は長さ 30mm で部分的な値であり，

硬化初期のひずみ値の精度が良くないことから

違いが生じたものと考えられる。拘束直角方向

のひずみは，拘束大，小ともに 800×10-6 程度の

値が得られた。この値は，無拘束膨張試験のひ

ずみに近い大きさである 2),3)。したがって，コ

ンクリートのひずみは拘束方向と拘束直角方向

に大きな違いがあり，拘束の大きさによって膨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 拘束試験装置の諸元 

＊1 拘束度 0.78 (各々ヤング係数比 10 の場合) 
＊2 拘束度 0.46 JIS 原案準拠 
 

表－４ 試験ケース 

 

 

 

 

 

 

図－２ 軸方向ひずみ測定結果（拘束大，小） 

 

張ひずみの大きさが異なることが確認された。 

 

3. 壁体構造物の規模による解析精度の検討 

3.1 解析モデル 

拘束方向と膨張ひずみの大きさを考慮して，

解析において要素主応力により JIS 拘束膨張 

拘束 拘束鋼管（各 4 本） コンクリー

ト断面積 

大＊1 外径 42.7mm 内径 26.7mm 
合計断面積 3488mm2 

小＊2 外径 42.7mm 内径 39.4mm 
合計断面積 851mm2 

10,000mm2 

試験ケース 温度履歴 拘束 配合名 

1 大 

2 
高 

55℃ 小 
膨張 

表－1 使用材料 

使用材料 
セメント 普通ポルトランドセメント，密度:3.16g/cm3 
細骨材 富津産山砂，表乾密度:2.62 g/cm3，吸水率:1.04% 
粗骨材 岩瀬産砕石，Gmax20mm，密度 2.66 g/cm3，吸水率:0.59% 

AE 減水剤 リグニンスルホン酸化合物標準形 
膨張材 石灰系（構造用） 低添加型 密度:3.16g/cm3，粉末度 3450cm2/g 

 
表－２ コンクリートの配合 

単位量(kg/m3) AE 減水剤

配合名 
水結合 
材比 
(％) 

細骨 
材率 
(％) 

水 
Ｗ 

セメント

Ｃ 
膨張材

Ｅ 
細骨材

Ｓ 
粗骨材 
Ｇ (kg/m3) 

膨張 55 43.8 166 282 20 796 1036 0.981 
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図－３ 軸方向応力測定結果（拘束大，小） 

 

試験による基本膨張ひずみを低減する手法の検

討を行なう。解析モデルを図－５に示す。モデ

ル小（壁厚 0.5m）とモデル大（壁厚 2.0m）で

は，規模に合わせて配筋の量を変えている。配

筋の位置はコンクリート表面から縦筋で 10cm

横筋で 5cm 入った位置にある。解析ケースを表

－５に示す。解析におけるコンクリートの圧縮

強度と材齢の関係および有効ヤング係数 Ee は，

土木学会コンクリート標準示方書式 4)を基本と

した。有効ヤング係数の補正係数は表－５の値

を用いた。 

3.2 解析方法 

解析に用いた膨張ひずみの拘束圧依存性モデ

ルを図－６に示す。双曲線式を用いて，JIS 拘

束膨張試験による時間軸における膨張ひずみの

増分を拘束圧（要素最小主応力）に従って低減

して計算する。双曲線式を式(1)に示す。 

ffc a εσεεε ++−= )1/()( 0          (1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ コンクリートひずみ測定結果 

表－５ 解析ケース 

＊温度ピーク材齢まで，材齢 5 日φ1.0 とし直線補間 

 

ここに， 

 ε0 ：JIS 拘束膨張試験の膨張ひずみ 

 εf ：拘束無限大の膨張ひずみ 

 a：拘束圧依存パラメータ 

 σ：拘束圧（要素最小主応力）（N/mm2） 

 

ここでは拘束を変化させた拘束膨張試験から

得られた膨張ひずみを近似して双曲線パラメー

タをεf /ε0 = 0.05，a =5 とした。また，膨張ひ

ずみを拘束しないと考えられる引張応力側に移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース 構造寸法 解析条件 

1 
0.5m× 
10.0m×4.0m

φ0.34(材齢 1.26 日まで）＊

2 2.0m× 
10.0m×4.0m 

φ0.34(材齢 1.85 日まで)＊
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図－５ 解析モデル（1/4 モデル 小，大） 
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行した時のひずみ増分は低減していない。 

3.3 壁体構造物の解析結果 

解析結果は断面中央で底版から 500mm の高

さの位置で評価した。解析より得たコンクリー

ト応力の最大主応力と最小主応力（モデル小，

モデル大）を図－７に示す。ここでの最小主応

力とは，解析上マイナスの絶対値が大きい要素

応力を示している。モデル小では圧縮力（マイ

ナス符号）が初期に作用しており，これによっ

て要素の膨張ひずみが低減されている。それに

直交する最大主応力は小さい値である。また，

要素応力度が引張側に移行した場合は，膨張ひ

ずみは低減しないとしていることから，直交す

る応力が最小側になってもその絶対値が小さい

場合は，ひずみの低減量は小さく，ほぼ初期の

設定が満足されていると考えられる。また，壁

の直交する X 方向（壁厚さ）Y 方向（壁高さ）

Z 方向（壁長さ）の 3 方向の応力度の解析結果

を図－８に示す。モデル小では，壁の長さ方向

（ｚ方向）の応力が圧縮から引張に移行する主

応力に相当することから，解析の状況が，実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 膨張ひずみの拘束圧依存性 
 

表－６ 解析条件 

 

で行った一軸方向の拘束膨張試験 3）と整合して

いることが示された。 

 一方，モデル大の場合は，最小主応力が材齢

10 日程度まで圧縮側にあるので，膨張ひずみの

低減が行われる。図－８に示すように，Z 方向 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 入力値 

初期温度（℃） 20 

比熱（ｋJ/kg℃） 1.15 

熱伝導率（W/m℃） 2.70 

密度（kg/m3） 2300 

熱伝達率（W/m2℃） 14（型枠面） 

断熱温度上昇式 Q∞=46.0，γ=1.425 

(a) モデル小            (b) モデル大 

図－７ 最大主応力と最小主応力（モデル小，モデル大）鉄筋有り 

(a) モデル小          (b) モデル大 

図－８ X 方向（壁厚さ）Y 方向（壁高さ）Z 方向（壁長さ）応力，鉄筋有り 
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（壁長さ）の応力度が圧縮側から材齢 5 日で引

張側に移行するが，Y 方向（壁高さ）方向が圧

縮側で最小主応力となるために，膨張ひずみは

それによって低減される結果になる。JIS 拘束

膨張試験の基本膨張ひずみと要素応力により低

減された膨張ひずみを図－９に示す。また，鉄

筋モデル化の影響については，鉄筋の有無によ

ってコンクリートの応力履歴は大きくは変わら

ない。本モデルでは鉄筋は壁体の Z 方向（壁長

さ）に対しては大きく拘束しないためである。 

 

4．ケーソン構造物への適用と解析精度の検討 

4.1 概要 

大規模な立坑構造物の底版（厚さ 3m）に膨

張コンクリートを適用した。使用材料を以下に

示す。 

セメント：高炉セメント B 種 密度 3.05g/cm3 

細骨材：千葉県大栄町産山砂，栃木市鍋山町産

砕砂，尻内町産砕砂の混合砂，密度 2.64g/cm3 

粗骨材：栃木県安蘇郡田沼町産，砕石，密度

2.71g/cm3，Gmax 20mm 

混和剤：AE 減水剤標準形，変性リグニンスル

ホン酸化合物 

混和材：石灰系膨張材（構造用）20kg/m3 

配合は水結合材比 52％，単位水量 160kg/m3，

単位セメント量 288kg/m3 である。 

4.2 解析モデル 

解析モデルを図－10 に示す。計測器設置位置

を図－11 に示す。解析における補正係数（φ）

は材齢 3 日まで 0.34，材齢 5 日以降 1.0 とし， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 解析モデル（軸対称モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 計測器設置位置 

(a) モデル小 鉄筋有無        (b) モデル大 鉄筋有無 

図－９ 基本膨張ひずみと要素応力により低減された膨張ひずみ 
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その間を線形補間した。解析におけるコンクリ

ートの圧縮強度，ヤング係数，引張強度と材齢

の関係は示方書に準拠した 4）。膨張ひずみは JIS

拘束膨張試験結果より 220×10-6 を与え，低減の

有無を比較した。低減に用いた双曲線パラメー

タの設定定数は，マッシブな構造物であること

を考慮し，壁モデルの場合より初期の低減率の

大きいεf /ε0 = 0.1，a =10 とした。 

4.3 解析結果と計測結果の比較 

中心部および端部の低減したひずみ解析値と

計測値の比較を図－12に示す。ひずみ解析値の

ピークは低減ありで最大 144×10-6となり，低減

なしの場合の最大値191×10-6と比べて47×10-6

の低減が得られた。解析値は低減ありの場合で

も，計測値約 110×10-6 よりピーク部では大きい

が，要素応力に応じた低減が必要なことを示し

ている。中心部および端部円周方向の応力の解

析値と計測値の比較を図－13 に示す。中心部と

端部の解析値は圧縮側ピークで約-2.4 N/mm２

および-1.4 N/mm２である。有効応力計による計

測値は，中心部および端部で約-1.6N/mm２であ

り，要素応力により低減された解析結果は中心

部では大きいが比較的良い精度を示している。

また，躯体の応力は材齢に伴って，温度低下に

より引張側に移行して約 1.0 N/mm2 となったが

ひび割れは発生せず，抑制効果が認められた。 

 

5. まとめ 

 本研究の範囲内で次の結果が得られた。 

(1) 拘束膨張試験によるひずみ計の膨張量は拘

束方向に比べて，拘束直角方向では大きくな

り，無拘束膨張量に近い値を示した。 

(2) 膨張材なしの有効ヤング係数補正係数を用

いて，解析プログラムで膨張ひずみを拘束に

応じて低減させて，構造物の応力履歴を計算

することで膨張材の効果を検討できる。 

(3) 壁体構造物で壁厚の小さい場合は，最小主

応力（圧縮力）の方向は壁体長さ方向と一致

しており，膨張ひずみ低減に良好な精度が得

られるが，壁厚の大きい場合には，低減の適 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 ひずみの解析値と計測値の比較 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 応力の解析値と計測値の比較 

 

用に，主応力の方向と低減の大きさについて

検討が必要である。 

(4) 壁体構造物モデルにおいて，壁体長さ方向

の応力は鉄筋のモデル化の有無によって，大

きくは変わらない。 

 マッシブな構造物に適用して，解析の精度を

確かめることができた。今後さらに検討を進め

ていきたい。 
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